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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 11,767 △3.8 154 △14.6 109 △15.1 △1,518 ―
25年3月期 12,228 △2.9 180 △53.4 129 △59.7 △1,693 ―

（注）包括利益 26年3月期 △1,518百万円 （―％） 25年3月期 △1,693百万円 （―％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 △226.26 ― △16.3 0.5 1.3
25年3月期 △252.32 ― △15.6 0.6 1.5

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 ―百万円 25年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 19,835 8,658 43.7 1,290.47
25年3月期 22,405 9,958 44.4 1,484.19

（参考） 自己資本 26年3月期 8,658百万円 25年3月期 9,958百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 259 412 △1,217 1,167
25年3月期 401 311 △147 1,713

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 80 ― 0.7
26年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 80 ― 0.9
27年3月期(予想) ― 0.00 ― 12.00 12.00 115.0

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,200 3.0 △590 ― △610 ― △640 ― △95.38
通期 11,840 0.6 180 16.7 150 36.8 70 ― 10.43



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 6,710,000 株 25年3月期 6,710,000 株
② 期末自己株式数 26年3月期 280 株 25年3月期 233 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 6,709,723 株 25年3月期 6,709,784 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信開示時点において、連結財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析 （１）経営成績に関する分析」をご覧くださ
い。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、円安を背景に自動車産業とその関連企業、またリストラによる固定費を

削減し業績を回復させてきた電機業界などを中心として国内企業の業績の伸びが続いてまいりました。同時に消費

増税の導入が予定されており、景気の先細りが懸念されるところとなっております。また、勤労者全体の所得の増

加には至っておらず、国内消費に支えられた本格的な景気回復とは言えない状況であります。 

当業界におきましては、学習指導要領の改変により学習内容が増加し、難易度が増したため学習塾・予備校に対

するニーズが高まり一定の追い風となっておりますが、依然として少子化が進行しており市場規模は、ほぼ横ばい

状況であります。 

また、個別型学習塾の業績伸長が著しく、集団型学習塾の市場規模は大きく減少するところとなっております。 

このような情勢のもと当社グループにおきましては、 

① 経営環境の変化、生徒・保護者のニーズの変化を把握し、教育産業に関わることの社会的責任を全社員の共

通認識とすること  

② 全社員が生徒・保護者のニーズに応えられる教育サービスを提供できる力を向上させていくこと 

③ 新しい業態での教育サービスを進化・拡充し、大幅な生徒増を実現させていくことを会社全体の業績伸長の

柱としていくこと 

を年間の経営方針として取り組んでまいりました。こうした取り組みによって、それぞれの部門、地域において、

一定の業績回復を実現しておりますが、全社的な売上高の回復には至っておりません。 

営業費用におきましては、山形地区進出に伴う新規出店費用があるものの、前期３月より小中学部の42校舎をｉ

Ｄ予備校に転換し人員効率を図ったことによる人件費の削減、ｉＤ予備校転換のための準備費用の減少、校舎家賃

の軽減による賃借料の削減に努めてまいりました。 

特別損益におきましては、保険積立金の満期に伴う満期返戻金との差額を保険差益として特別利益に計上いたし

ました。一方、保護者の低価格志向に対応した低価格戦略を取り入れている地域においては、生徒数は増加してい

るものの収益が計画を下回っている校舎もあります。これらの校舎において、固定資産の帳簿価額を回収可能額ま

で減額するとともに、減損損失を計上しております。また、将来の収益の見通しを検討し、一部校舎の閉鎖を決定

したことに伴い将来発生すると見込まれる損失額を店舗閉鎖損失引当金繰入額として特別損失に計上しておりま

す。 

なお、当期の業績及び今後の見通しを踏まえ、繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討したことにより、繰延税

金資産を取崩し、法人税等調整額を計上しております。 

その結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は11,767百万円（対前年同期比3.8％減）、営業利益は154百

万円（対前年同期比14.6％減）、経常利益は109百万円（対前年同期比15.1％減）、当期純損失は1,518百万円（前

年同期は当期純損失1,693百万円）となりました。 

セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

（小中学部） 

 小中学部におきましては、それぞれの県の入試制度や、地域の市場・各学力層に対応した企画を打ち立て募集活

動を行ってまいりました。また、比較的短期の講習会を通しての本科生増加を図ってまいりました。結果として、

ほぼ予算数に達する生徒数を確保することができましたが、売上単価の低い小学生の単科コース生、中学生の英数

コース生の割合が増加し、小中学部全体における売上の回復には至っておりません。また、前期３月より集団授業

を行っていた小中学部42校舎を秀英ｉＤ予備校に転換したことにより、その売上髙がその他の教育事業に移動して

おります。 
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 その結果、小中学部の売上高は7,659百万円（対前年同期比10.7％減）、セグメント利益は1,345百万円（対前年

同期比3.0％増）となりました。 

（高校部） 

高校部におきましては、「遠隔ライブ授業」（ライブ授業の同時中継授業）により、少数の優秀な講師の授業を

複数の教室に配信することができ、生徒の学力増進に大きく寄与するところとなっております。また、今期におき

ましては、高１・２生の年度途中での退学防止活動に力を注ぎ大きな成果をあげることができましたが、受講単価

の高い高３生数は過年度から大きく減少しております。 

その結果、高校部の売上高は1,715百万円（対前年同期比17.0％減）、セグメント損失は152百万円（前年同期は

セグメント利益15百万円）となりました。 

（その他の教育事業） 

その他の教育事業における個別指導部門におきましては、今期は校舎の新設は行わず教育サービスの質の向上、

差別化戦略の強化に注力してまいりました。また、on lineによる映像事業部門におきましては、小中学部の42校舎

をｉＤ予備校に転換いたしました。転換した校舎も含め全体としては順調に生徒数増加が続いております。また、

在宅受講生、学習塾・高校への外販も順調に増加しております。 

この結果、その他の教育事業の売上高は2,392百万円（対前年同期比51.3％増）、セグメント損失は253百万円

（前年同期はセグメント損失246百万円）となりました。 

  

・次期の見通し 

日本経済は、消費増税による国内需要不安、また新興国の通貨不安、中国の金融バブル・欧州のデフレ懸念も強

く、先行が不透明な状況となっております。 

当業界におきましては、市場規模は横ばい・縮小が予測されております。また、個別型のＦＣ校舎新設が一層拡

大しており、さらに過当競争の時代になっていくと思われます。厳しい経営環境ではありますが、全社員一丸とな

って、企業として業績伸長を図っていきたいと考えております。 

そのために、 

① 圧倒的にクオリティーの高い教育サービスを競争力のある価格で提供し成績を向上させ、合格実績を伸長さ

せる 

② 生徒数の増加を図る。特に全社の基盤となる小中学部の生徒数を過去最高とする 

③ 小中学部、高校部、個別指導部門においては、校舎新設は行わず内部充実・新たな差別化戦略を構築する 

④ 小中学部の集団授業から秀英ｉＤ予備校に転換する12校舎を成功させる 

⑤ コスト構造改善を継続する 

を次期の経営方針としていきます。 

また、次期における校舎展開は映像事業部門を中心に、積極的に新規開校を進めていく計画であります。 

営業費用におきましては、費用対効果を考慮してより一層の抑制に努めてまいります。 

この結果、次期見通しにつきましては、売上高11,840百万円（対前年同期比0.6％増）、営業利益180百万円（対

前年同期比16.7％増）、経常利益150百万円（対前年同期比36.8％増）、当期純利益70百万円を見込んでおります。 
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（２）財政状態に関する分析 

①資産・負債及び純資産の状況 

当連結会計年度における資産は、前連連結会計年度末に比べ2,569百万円減少し、19,835百万円となりました。

これは主に固定資産の減損処理を行ったこと、減価償却及び建設協力金の回収により固定資産が減少したこと、翌

期以降の業績見通し等を踏まえ、繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討した結果、繰延税金資産の全額を取崩し

たためであります。 

負債は、前連結会計年度末に比べ1,269百万円減少し、11,177百万円となりました。これは主として、短期・長

期の有利子負債が減少したこと、適格年金の運用が好調であったことにより退職給付債務が減少したためでありま

す。  

 純資産は、前連結会計年度末に比べて1,299百万円減少し、8,658百万円となりました。  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ546百万円減少

し、当連結会計年度末には1,167百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは259百万円の収入(前年同期401百万円の収入)と

なりました。これは主として、地域の市場、各学力層に対応した教育サービスの提供を行ってきたものの、全体

として業績の回復には至っておらず税金等調整前当期純損失となりましたが、減損損失による非資金項目があっ

たためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは412百万円の収入(前年同期311百万円の収入)と

なりました。これは主として、保険積立金の満期による返戻金があったこと、敷金の回収が進んだためでありま

す。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは1,217百万円の支出(前年同期147百万円の支出)

となりました。これは主として、短期・長期の借入金及びリース債務の返済が進んだためであります。 

  
(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

   

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注) １ 株式時価総額は自己株式を除く発行済み株式数をベースに計算しています。  

２ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

３ 有利子負債は連結貸借対照表に計算されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としていま

す。 

  

 

  平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 

自己資本比率 54.6％ 46.4％ 48.5％ 44.4％ 43.7％ 

時価ベースの自己資本比率 14.5％ 9.1％ 9.0％ 10.8％ 11.0％ 

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率 

526.8％ 789.0％ 908.2％ 1,618.9％ 2,079.8％ 

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ 

8.3 5.2 4.4 2.6 1.9 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。安定的な経営

基盤の確保と株主資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の継続を業績に応じて行

うことを基本方針としております。また、配当性向を10％以上とすることを具体的な目標としております。 

事業年度の期末配当金につきましては、１株につき12円とさせていただきます。 

また、次期の１株当たり配当金は、12円を予定しております。 

  

（４）事業等のリスク 

(少子化と当社の今後の方針について) 

当社グループの属する学習塾業界は、児童・生徒の絶対数の減少という少子化の問題に直面しております。少子

化の影響は、学習塾における在籍生徒数の減少という直接的なもののみに止まらず、難関ブランド校、有名校を除

いて入学試験の平易化が起こり、入塾動機の希薄化・通塾率の低下につながる可能性があります。 

一方、保護者の学習塾に対する選別の意識は高まっております。当社は、従来からの正社員による質の高い授業

や、塾専用の独自設計・独立校舎による良質な学習環境の提供に加えて、保護者や生徒の求める高いレベルのニー

ズに応えることを心がけております。 

(地域別の校舎展開について) 

平成26年３月31日現在、当社グループは静岡県に76校舎、愛知県に51校舎、山梨県に10校舎、神奈川県に16校

舎、岐阜県に10校舎、北海道に35校舎、三重県に13校舎、宮城県に12校舎、福岡県に17校舎 、山形県に４校舎、福

島県に13校舎、合計257校舎を展開しております。今後は、これらの地域内において、マーケットニーズの高い未開

拓エリアへの校舎展開とｉＤ予備校を中心に賃貸物件による校舎展開を進めていく予定であります。 

全国11道県に及ぶ校舎展開を支える組織体制の再構築、具体的には優秀な人材の採用・研修体制のより一層の充

実、また管理職層の育成が不可欠であります。 

(校舎の開設方針について) 

当社グループの校舎は、原則として塾専用の独自設計・独立校舎による新設を基本方針としております。これは

生徒が勉強しやすい環境を作るためのこだわりであります。こうした方針は生徒にとって良質な学習環境の確保に

寄与しているものと考えております。 

その反面、機動的に校舎を開設・統廃合する際の妨げとなる可能性があります。また、こうした賃借物件につい

ては、貸主の状況によっては、敷金及び保証金が返還されない可能性があります。 

 今後は、ｉＤ予備校を中心に、独立校舎ではない賃貸物件への展開も積極的に進めてまいります。 

(災害等によるリスクについて) 

当社グループが事業活動を行うに際し、地震や台風等の大規模な自然災害、火災、コンピュータウィルス等によ

る障害が起こった場合、校舎、事業所、設備等に損害を受け、校舎運営・事業活動に支障が生じる可能性がありま

す。このような事態が発生した場合、当社グループの財政状態及び経営成績に重大な影響を与える可能性がありま

す。 
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(業績の四半期毎の変動について) 

当社グループの生徒数は小中学部・高校部ともに、第１四半期に比べ第２四半期以降において増加いたします。

こうした状況は、７月末～８月の夏期講習、12月末～１月の冬期講習に参加した一般生がそれぞれ９月、１月に本

科生として入学するからであります。したがって、第１四半期に比べ第２四半期以降の売上高の割合が大きくなる

傾向があります。 

一方、営業費用につきましては、主要な費用である人件費、賃借料等が毎月固定的に発生いたします。また、広

告宣伝費につきましては、夏期講習の募集時期である６月及び７月、冬期講習の募集時期である11月、次年度の新

入学の募集時期である１月、２月に集中的に発生いたします。 

このため、第１四半期は第２四半期以降に比べ収益性が低くなる傾向があります。 

(情報管理について) 

当社グループは多数の生徒に関わる個人情報を有しております。これらの情報については、社内規程の制定、従

業員への教育等、対策を徹底しておりますが、情報漏洩が全く起きない保証はありません。万が一、情報漏洩が起

きた場合、社会的信用に影響を与え、その対応のための多額の費用負担が発生する恐れがあります。 

  

２．企業集団の状況 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社秀英予備校）、連結子会社１社（株式会社東日本学

院）及び、その他の関係会社１社（有限会社シューエイ）により構成されております。 

子会社は、福島県において学習塾・予備校の運営を行っております。 

その他の関係会社は、有価証券の保有及び運用以外の事業活動を行っておりません。  

  

３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループの経営の基本方針は以下のとおりであります。 

① 教室、自習室、学習・進学指導室、休憩室、ホールなど学習効果を十分に考慮した当社独自の設計による校舎

を設立し、全校舎ブロードバンド回線などのインフラが構築されている等、高度なニーズに応えられる快適な

学習空間を提供すること 

② 高均一な授業、学習・進学指導を中心とした教育サービスを提供し、学校外教育に対する高いレベルのニーズ

に応えること 

③ 膨大な潜在的ニーズがあるにもかかわらず、全国的にも運営ノウハウが確立されていない現役高校生部門を拡

充させること 

④ 映像ビジネス分野において、教育コンテンツの動画配信サービスを提供し、教育現場及び家庭での学習効果を

高めること 

⑤ 需要の高い個別指導分野において、習熟度に合わせたきめ細かい指導を徹底し、幅広い学習ニーズに応えるこ

と 

これらの基本方針に基づき、当社グループは積極的な採用活動を全国で行い、優秀な正社員専任教師の確保に努

めております。 

小中学部におきましては、十分な研修を受けた正社員教師体制で運営しております。 

高校部におきましては、小中学部同様の正社員教師に加え、主に首都圏で採用する年間契約のプロの予備校講師

を採用し、両者を適切に配置して運営しております。 
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当業界は少子化現象が進行し、厳しい経営環境に置かれています。こうした状況のなか、当社グループは教育サ

ービスの質を徹底的にアップさせ、生徒・保護者のニーズに十分に応えていくことによって、生徒・保護者の満

足、当社の売上・利益増、株主への利益還元、この３点をバランスよく共に充足させることが必要だと考えており

ます。 

  
（２）目標とする経営指標 

当社グループは、市場の変化に対応した教育サービスを提供することにより、１校舎あたりの生徒数を維持しつ

つ、全国への事業展開を目標としております。 

売上高営業利益率20％以上を経営指標として売上・収益の最大化に取り組んでおります。  

  
（３）中長期的な会社の経営戦略 

当業界における経営環境は、厳しい状況であります。規模の大小に関わらず、それぞれのマーケットにおいて、

厳しい経営環境を跳ね返すクオリティーの高い教育サービスを提供できる拠点のみが勝ち残れる時代になっていく

と思われます。  

クオリティーの高い教育サービスを提供できるかどうかは、優秀な人材を採用し、人材が成長できる仕組・組織

作り、より一層客観的な評価制度の確立、内部監査体制の充実にかかっていると思われます。当社におきまして

は、全国11道県に校舎展開をしており、全国から優秀な人材を採用できる条件が整っております。中長期的には、

既存の小中学部、高校部におきましては、内部体制の充実に比例した着実な校舎展開を行っていく計画でありま

す。  

また、その他の教育事業の映像ビジネスと個別指導におきましては、今後の大きな飛躍が期待される分野であ

り、積極的な拠点展開を計画しております。  

  
（４）会社の対処すべき課題 

① 各部門で顧客のニーズに応える最高の教育サービスを提供すること 

・仕組をつくる、経営陣による計画的な現場の把握、年間を通して柔軟に組織体制を再構築す 

 る 

② ビジネスモデルが確立されていない小中学生対象の映像による学習塾運営のノウハウを逸早く完成させる 

③ 顧客認知度を向上させること 

・適正価格を設定し、効果的な宣伝活動を行う 

・新しい募集方法を開発し、顧客を創造する 

④ 不採算部門の見直しを行い、拡大が期待できる分野に経営資源を集中していくこと 

・業界全体がかつてない厳しい経営環境であることを全社共通認識とし、計画的に必ず実行する 

  
（５）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。  
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

   

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,906,494 1,473,730 

    受取手形及び売掛金 252,217 308,461 

    商品 83,897 86,518 

    貯蔵品 22,108 20,626 

    繰延税金資産 130,592 7,223 

    その他 727,796 736,632 

    貸倒引当金 △4,207 △4,966 

    流動資産合計 3,118,899 2,628,226 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 ※1  10,985,366 ※1  10,744,890 

        減価償却累計額 △4,490,533 △4,830,159 

        建物及び構築物（純額） 6,494,833 5,914,730 

      機械装置及び運搬具 47,489 47,489 

        減価償却累計額 △38,665 △41,026 

        機械装置及び運搬具（純額） 8,823 6,462 

      工具、器具及び備品 1,165,465 1,171,966 

        減価償却累計額 △988,813 △1,035,841 

        工具、器具及び備品（純額） 176,651 136,125 

      土地 ※1  4,572,413 ※1  4,548,888 

      リース資産 869,099 800,169 

        減価償却累計額 △400,183 △479,949 

        リース資産（純額） 468,915 320,219 

      有形固定資産合計 11,721,638 10,926,427 

    無形固定資産     

      その他 103,285 81,139 

      無形固定資産合計 103,285 81,139 

    投資その他の資産     

      繰延税金資産 657,443 - 

      敷金及び保証金 6,062,981 5,613,125 

      その他 1,103,224 592,426 

      貸倒引当金 △362,419 △5,382 

      投資その他の資産合計 7,461,229 6,200,168 

    固定資産合計 19,286,153 17,207,734 

  資産合計 22,405,053 19,835,961 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    短期借入金 ※1  2,690,000 ※1  2,330,202 

    1年内返済予定の長期借入金 ※1  966,933 ※1  743,402 

    リース債務 296,818 285,100 

    未払金 540,883 464,805 

    未払法人税等 77,145 69,692 

    未払消費税等 29,049 29,920 

    前受金 567,367 552,317 

    賞与引当金 179,412 156,444 

    店舗閉鎖損失引当金 - 93,105 

    その他 418,932 433,571 

    流動負債合計 5,766,541 5,158,561 

  固定負債     

    長期借入金 ※1  1,732,181 ※1  1,477,546 

    リース債務 820,407 556,194 

    繰延税金負債 508 229,375 

    退職給付引当金 1,002,537 - 

    役員退職慰労引当金 696,656 - 

    退職給付に係る負債 - 650,230 

    資産除去債務 695,632 708,733 

    長期リース資産減損勘定 1,693,973 1,662,574 

    その他 37,999 734,023 

    固定負債合計 6,679,896 6,018,678 

  負債合計 12,446,438 11,177,240 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,089,400 2,089,400 

    資本剰余金 1,944,380 1,944,380 

    利益剰余金 5,924,944 4,326,226 

    自己株式 △109 △127 

    株主資本合計 9,958,615 8,359,879 

  その他の包括利益累計額     

    退職給付に係る調整累計額 - 298,841 

    その他の包括利益累計額合計 - 298,841 

  純資産合計 9,958,615 8,658,721 

負債純資産合計 22,405,053 19,835,961 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

連結損益計算書 

   

 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 12,228,878 11,767,644 

売上原価 10,692,354 10,309,480 

売上総利益 1,536,523 1,458,164 

販売費及び一般管理費     

  広告宣伝費 446,747 501,631 

  貸倒引当金繰入額 3,136 4,039 

  役員報酬 204,884 165,313 

  給料及び手当 157,702 154,840 

  賞与 19,973 14,390 

  賞与引当金繰入額 10,072 8,706 

  退職給付費用 22,456 10,387 

  役員退職慰労引当金繰入額 31,150 7,307 

  減価償却費 44,706 32,774 

  のれん償却額 19,252 - 

  その他 395,725 404,528 

  販売費及び一般管理費合計 1,355,807 1,303,919 

営業利益 180,716 154,245 

営業外収益     

  受取利息 72,527 67,784 

  受取配当金 1,852 2,001 

  受取賃貸料 15,353 17,976 

  その他 16,641 13,175 

  営業外収益合計 106,374 100,939 

営業外費用     

  支払利息 152,309 136,741 

  その他 5,674 8,769 

  営業外費用合計 157,984 145,510 

経常利益 129,107 109,673 

特別利益     

  受取補償金 14,678 - 

  保険差益 - 9,689 

  特別利益合計 14,678 9,689 

特別損失     

  固定資産除却損 ※1  13,430 - 

  店舗閉鎖損失引当金繰入額 - 93,105 

  減損損失 ※2  1,913,138 ※2  607,371 

  特別損失合計 1,926,569 700,477 

税金等調整前当期純損失（△） △1,782,783 △581,114 

法人税、住民税及び事業税 81,666 87,192 

法人税等調整額 △171,416 849,893 

法人税等合計 △89,750 937,086 

少数株主損益調整前当期純損失（△） △1,693,032 △1,518,200 

当期純損失（△） △1,693,032 △1,518,200 
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連結包括利益計算書 

   

 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） △1,693,032 △1,518,200 

包括利益 △1,693,032 △1,518,200 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 △1,693,032 △1,518,200 

  少数株主に係る包括利益 - - 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

  前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)  

  

  当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)  

  

 

(単位：千円) 

  

株主資本 その他の包括利益累計額 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

退職給付に 

係る 

調整累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 2,089,400 1,944,380 7,698,495 △92 11,732,183 ― ― 11,732,183 

当期変動額           

剰余金の配当   △80,517  △80,517     △80,517 

当期純損失（△）   △1,693,032  △1,693,032     △1,693,032 

自己株式の取得    △17 △17     △17 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
     ― ― ― 

当期変動額合計 ― ― △1,773,550 △17 △1,773,568 ― ― △1,773,568 

当期末残高 2,089,400 1,944,380 5,924,944 △109 9,958,615 ― ― 9,958,615 
 

(単位：千円) 

  

株主資本 その他の包括利益累計額 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

退職給付に 

係る 

調整累計額 

その他の 

包括利益 

累計額合計 

当期首残高 2,089,400 1,944,380 5,924,944 △109 9,958,615 ― ― 9,958,615 

当期変動額           

剰余金の配当   △80,517  △80,517     △80,517 

当期純損失（△）   △1,518,200  △1,518,200     △1,518,200 

自己株式の取得    △17 △17     △17 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
     298,841 298,841 298,841 

当期変動額合計 ― ― △1,598,718 △17 △1,598,735 298,841 298,841 △1,299,893 

当期末残高 2,089,400 1,944,380 4,326,226 △127 8,359,879 298,841 298,841 8,658,721 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

   

  

 

                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純損失（△） △1,782,783 △581,114 

  減価償却費 631,392 519,431 

  減損損失 1,913,138 607,371 

  のれん償却額 19,252 - 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 48 844 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △35,501 △22,968 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 144,713 △1,002,537 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 1,108,857 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 31,150 3,537 

  店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） - 93,105 

  受取利息及び受取配当金 △74,379 △69,786 

  支払利息 152,309 136,741 

  保険差益 - △9,689 

  固定資産除却損 13,430 - 

  売上債権の増減額（△は増加） △12,282 △56,143 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 13,768 △1,139 

  仕入債務の増減額（△は減少） 9,786 △40,194 

  未払消費税等の増減額（△は減少） △24,040 2,005 

  前受金の増減額（△は減少） △163,139 △15,050 

  長期前払費用の増減額（△は増加） 61,125 61,125 

  その他 △155,406 △238,103 

  小計 742,584 496,293 

  利息及び配当金の受取額 1,991 2,146 

  利息の支払額 △152,741 △137,185 

  法人税等の支払額 △189,942 △101,976 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 401,890 259,277 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 △215,179 △329,626 

  定期預金の払戻による収入 201,939 216,383 

  有形固定資産の取得による支出 △81,763 △55,365 

  保険積立金の払戻による収入 - 100,000 

  敷金及び保証金の差入による支出 △11,539 △11,982 

  敷金及び保証金の回収による収入 456,214 543,679 

  その他 △38,379 △50,785 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 311,292 412,303 
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                      (単位：千円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入れによる収入 1,500,000 1,175,000 

  短期借入金の返済による支出 △2,543,000 △1,534,798 

  長期借入れによる収入 1,420,000 562,800 

  長期借入金の返済による支出 △824,313 △1,040,966 

  リース債務の返済による支出 △119,381 △299,020 

  セール・アンド・リースバックによる収入 500,000 - 

  配当金の支払額 △80,446 △80,585 

  その他 △17 △17 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △147,157 △1,217,586 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 566,025 △546,005 

現金及び現金同等物の期首残高 1,147,738 1,713,764 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,713,764 ※1  1,167,758 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 

該当事項はありません。 

  
(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数   1社 

連結子会社の名称  (株)東日本学院 

  

２ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。 

  

３ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① たな卸資産 

商品 

先入先出法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産除く) 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。  

② 無形固定資産(リース資産除く) 

ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、以下のとおり計上しております。 

一般債権 

貸倒実績率法 

貸倒懸念債権及び破産更生債権等 

財務内容評価法 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。 

 

建物及び構築物 ３～47年

機械装置及び運搬具 ６～10年

工具、器具及び備品 ２～15年
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③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して

おります。 

④ 店舗閉鎖損失引当金 

校舎の閉鎖等に伴い発生する損失に備えるため、閉鎖等の決定した校舎について、将来発生すると見込まれ

る損失額を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（７年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法により費

用処理しております。 

(5) 重要な収益の計上基準 

入学売上は、入学日の属する連結会計年度に収益として計上しております。 

授業料売上・講習売上は、受講期間に対応して収益として計上しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

借入金 

③ ヘッジ方針 

重要なデリバティブ取引は、経営会議の決議事項であります。 

金利変動リスクを回避する目的で行われる金利スワップ取引については、管理本部にて取引を実行するとと

もに、取引の残高状況を把握し、管理しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引のみであり、全て特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。 

(7) のれんの償却方法及び償却期間 

効果の及ぶ期間(５年)にわたって定額法により償却を行っております。 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び安易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 
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(会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67

項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上す

る方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計

年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が650,230千円計上されております。また、その他の包括

利益累計額が298,841千円増加しております。 

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

  
(追加情報) 

（役員退職慰労金制度の廃止）  

当社は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、役員退職慰労引当金を計上しておりましたが、平成25年５月８日

開催の取締役会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給を決議し、平成25年６月27日開催の定時株主総

会において、当該廃止日までの在任期間に対応する役員退職慰労金を当社の内規に基づき、各役員の退任時に支給す

ることを決議したため、役員退職慰労金の未払額700,194千円を固定負債の「その他」に含めて表示しております。 

  
(連結貸借対照表関係) 

※１ 担保に供している資産及び対応債務は、次のとおりであります。 

担保に供している資産  

  

対応債務  

  

(連結損益計算書関係) 

※１ 固定資産除却損 

   

  

 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

 建物及び構築物 730,991千円 550,416千円 

 土地 1,888,056千円 1,629,328千円 

 計 2,619,047千円 2,179,745千円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

 短期借入金 1,589,285千円 1,816,317千円 

 1年内返済予定の長期借入金 813,526千円 619,238千円 

 長期借入金 1,478,935千円 1,348,464千円 

 計 3,881,746千円 3,784,019千円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

建物及び構築物 890千円 ― 

工具、器具及び備品 2,366千円 ― 

無形固定資産 10,173千円 ― 

計 13,430千円 ― 
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※２ 減損損失 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

当社グループは、以下の資産グループにおいて減損損失を計上しております。 

   

  
当社は、校舎を単位としてグルーピングしております。国内経済の落ち込みにより売上高・収益が計画を下回って

おり、十分な生徒数の確保が難しくなったため、上記資産のグループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,913,138千円）として特別損失に計上しております。 

なお、上記資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを2.6％で割り引

いて算定しております。 

  

 

場所 用途 種類 金額 

静岡県（安西校 他１校舎） 校舎 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
土地 
リース資産 
合計 

32,684千円 
2,930千円 

311,179千円 
3,502千円 

350,296千円 

福岡県（西新校、早良本部校 他４校
舎） 

校舎 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
土地 
リース資産 
合計 

388,853千円 
9,785千円 

507,244千円 
9,655千円 

915,539千円 

北海道（旭川本部校 他３校舎） 校舎 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
リース資産減損勘定 
合計 

7,825千円 
2,356千円 

260,810千円 
270,992千円 

愛知県（豊田駅前校 他１校舎） 校舎 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
土地 
合計 

267,106千円 
1,132千円 
9,092千円 

277,330千円 

神奈川県（２校舎） 校舎 
建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
合計 

11,483千円 
9,876千円 
21,359千円 

宮城県（１校舎） 校舎 
建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
合計 

1,779千円 
419千円 

2,198千円 

三重県（１校舎） 校舎 
建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
合計 

1,826千円 
307千円 

2,134千円 

岐阜県（１校舎） 校舎 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
リース資産減損勘定 
合計 

1,808千円 
680千円 

70,798千円 
73,286千円 

 

㈱秀英予備校（4678）　平成26年３月期決算短信

18



当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

当社グループは、以下の資産グループにおいて減損損失を計上しております。 

   

  
当社は、校舎を単位としてグルーピングしております。国内経済の落ち込みにより売上高・収益が計画を下回って

おり、十分な生徒数の確保が難しくなったため、上記資産のグループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（607,371千円）として特別損失に計上しております。 

なお、上記資産グループの回収可能価額は使用価値または正味売却価額により測定しており、使用価値は将来キャ

ッシュ・フローが見込めないため零と算定しております。また、正味売却価額は路線価等に基づいて算定しておりま

す。 

  
(連結包括利益計算書関係) 

該当事項はありません。 

  

  

 

場所 用途 種類 金額 

静岡県（５校舎） 校舎 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
リース資産減損勘定 
合計 

10,237千円 
2,324千円 
30,885千円 
43,446千円 

福岡県（２校舎） 校舎 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
土地 
リース資産 
合計 

65,260千円 
3,314千円 
23,524千円 
7,441千円 
99,540千円 

北海道（９校舎） 校舎 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
リース資産減損勘定 
合計 

11,602千円 
3,999千円 

111,122千円 
126,724千円 

愛知県（１校舎） 校舎 
建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
合計 

727千円 
444千円 

1,172千円 

神奈川県（３校舎） 校舎 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
リース資産 
合計 

5,841千円 
1,831千円 
79,563千円 
87,237千円 

宮城県（１校舎） 校舎 
建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
合計 

49,610千円 
680千円 

50,290千円 

三重県（２校舎） 校舎 
建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
合計 

69,525千円 
993千円 

70,518千円 

岐阜県（３校舎） 校舎 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
リース資産減損勘定 
合計 

48,972千円 
1,687千円 
63,373千円 

114,033千円 

山梨県（２校舎） 校舎 
建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
合計 

8,806千円 
5,601千円 
14,407千円 

 

㈱秀英予備校（4678）　平成26年３月期決算短信

19



(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項  

  

２ 自己株式に関する事項  

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加０百株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額  

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項  

  

２ 自己株式に関する事項  

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加０百株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額  

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  

 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(百株) 67,100 ― ― 67,100 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(百株) 1 0 ― 2 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 80,517 12 平成24年３月31日 平成24年６月29日 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
配当の原資 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 80,517 利益剰余金 12 平成25年3月31日 平成25年6月28日 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(百株) 67,100 ― ― 67,100 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(百株) 2 0 ― 2 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 80,517 12 平成25年３月31日 平成25年６月28日 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
配当の原資 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 80,516 利益剰余金 12 平成26年3月31日 平成26年6月30日 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

  

 ２ 重要な非資金取引の内容 

前連結会計年度 （自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度 （自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

及び経営会議が、経営資源の配分の決定及び業績評価をするために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。 

 当社グループは、本社に全社的な統括を行う管理本部を置き、各事業本部において企画等を立案するととも

に事業活動を展開しております。当社グループは学習指導を行うことを主たる業務として「小中学部」「高校

部」「その他の教育事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 「小中学部」は小学２年生から中学３年生を対象とし、集団授業での学習・進学指導及び各講習会の実施等

による教育サービスの提供を行っております。「高校部」は高校１年生から３年生及び高卒生を対象とし、集

団授業での学習・進学指導及び各講習会の実施等による教育サービスの提供を行っております。「その他の教

育事業」は個別指導事業、秀英ｉＤ予備校の運営・映像動画教育コンテンツの販売事業等を行っております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と

同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及

び振替高は市場実勢価格に基づき、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

現金及び預金勘定 1,906,494千円  1,473,730千円 

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△192,730千円 △305,972千円 

現金及び現金同等物 1,713,764千円 1,167,758千円 
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)  

  

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)  

  

 

        （単位：千円） 

  
報告セグメント 

小中学部 高校部 
その他の 
教育事業 

計 

売上高         

 外部顧客への売上高 8,580,824 2,066,587 1,581,466 12,228,878 

 セグメント間の内部売上高 
 又は振替高 

― ― 10,225 10,225 

計 8,580,824 2,066,587 1,591,691 12,239,103 

セグメント利益又は損失(△) 1,306,095 15,884 △246,647 1,075,332 

セグメント資産 11,172,359 5,067,373 3,001,161 19,240,893 

その他の項目 
  
  

  
  

  
  

  
  

 減価償却費 395,243 128,278 62,161 585,683 

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額 

31,102 25,510 62,306 118,919 
 

        （単位：千円） 

  
報告セグメント 

小中学部 高校部 
その他の 
教育事業 

計 

売上高         

 外部顧客への売上高 7,659,712 1,715,770 2,392,161 11,767,644 

 セグメント間の内部売上高 
 又は振替高 

― ― 14,315 14,315 

計 7,659,712 1,715,770 2,406,476 11,781,960 

セグメント利益又は損失(△) 1,345,054 △152,553 △253,551 938,949 

セグメント資産 10,021,431 4,597,907 3,372,195 17,991,534 

その他の項目 
  
  

  
  

  
  

  
  

 減価償却費 290,286 106,715 88,955 485,957 

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額 

17,479 4,719 79,805 102,003 
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４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)  

   

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 
   

(注) 全社資産は主に、報告セグメントに帰属しない余資運用資金(現金及び預金)、社宅用の土地、建物及び本社ソ

フトウェアであります。 
   

(注) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社の工具、器具及び備品及びソフトウェアの投資額で

あります。 

  

 

    (単位：千円) 

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 12,239,103 11,781,960 

セグメント間取引消去 △10,225 △14,315 

連結財務諸表の売上高 12,228,878 11,767,644 
 

    (単位：千円) 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 1,075,332 938,949 

セグメント間取引消去 16,162 19,395 

のれんの償却額 △19,252 ― 

全社費用(注) △891,526 △804,100 

連結財務諸表の営業利益 180,716 154,245 
 

    (単位：千円) 

資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 19,240,893 17,991,534 

全社資産(注) 3,164,159 1,844,427 

連結財務諸表の資産合計 22,405,053 19,835,961 
 

          (単位：千円) 

その他の項目 
報告セグメント計 調整額 

連結財務諸表 
計上額 

前連結 
会計年度 

当連結 
会計年度 

前連結 
会計年度 

当連結 
会計年度 

前連結 
会計年度 

当連結 
会計年度 

減価償却費 585,683 485,957 44,706 32,774 630,389 518,731 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

118,919 102,003 7,294 2,743 126,214 104,747 
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【関連情報】 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

 (単位：千円)  

  

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

 (単位：千円)  

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

報告セグメントごとののれんの償却額はなく、報告セグメントに配分されていないのれんの償却額は19,252千  

円、未償却残高はありません。なお、当該のれんの内容は連結子会社東日本学院の株式を取得した時に生じたも  

のであり、小中学部・高校部に共通のものであります。 

  
当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)    

報告セグメントごとののれんの償却額はなく、報告セグメントに配分されていないのれんの償却額、未償却残高

はありません。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

  
報告セグメント 

小中学部 高校部 その他の教育事業 計 

減損損失 1,128,578 306,958 477,601 1,913,138 
 

  
報告セグメント 

小中学部 高校部 その他の教育事業 計 

減損損失 187,759 60,343 359,269 607,371 
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(１株当たり情報) 

   

  

（注）１.「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱に従っております。 

この結果、当連結会計年度末の１株当たり純資産額が44.54円増加しております。 

  
２.１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

  

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,484円19銭  1,290円47銭 

１株当たり当期純損失(△) △252円32銭 △226円26銭 

  

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益については、１株当たり
当期純損失であり、潜在株式が
存在しないため記載しておりま
せん。 

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益については、１株当たり
当期純損失であり、潜在株式が
存在しないため記載しておりま
せん。 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

当期純損失(△)(千円) △1,693,032 △1,518,200 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純損失(△)(千円) △1,693,032 △1,518,200 

普通株式の期中平均株式数(百株) 67,097 67,097 
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５．その他 

（１）役員の異動 

 平成26年３月25日開示の「組織変更および人事異動に関するお知らせ」をご参照ください。 
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